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〈投稿論文〉
次世代自動車技術の現状と政策推進
─「次世代自動車戦略2010」の検証と政策推進の方向性─
伊　藤　雅　文
要旨
2010年４月，次世代自動車技術の戦略構想である「次世代自動車戦略2010」が公表された。その中で優先さ
れる取組は，「プラグイン・ハイブリッド車（PHV）」と「電気自動車（EV）」の２つが示された。一方，世
界市場の主流は「内燃機関」であり98％を占める。現状で考えられる環境負荷の少ない技術は，「PHV」と「EV」
が有望ではあるが，決定的ではない。
この論文では，現時点での実現可能な次世代自動車技術について概観しながら「PHV」，「EV」と「内燃機関」
について比較考察を試みる。両者の間には圧倒的なアドバンテージは存在しないことがわかる。また，日本市
場と主だった世界市場の特性は市場毎に異なり，現状の技術が世界標準に成り得ることは難しい。
このような状況の中，「次世代自動車戦略2010」が示した優先課題と最近の閣議決定推移を比較考察し，政
策の優先課題を炙り出す。
本論では，代案として「燃料電池電気自動車」を提言する。この技術は環境負荷をゼロ，そして，燃料は無
尽蔵に存在している。全ての市場に受け入れられる可能性が最も高く，究極の環境車である。反面，普及推進
するための課題も多く，産・官・学が協業して取り組む必要があり，地球環境保全，環境負荷低減には必須で
あるからだ。
キーワード：「次世代自動車技術」，「PHV」「EV」「内燃機関」「FCV」，「地球温暖化」「環境負荷低減」，「次
世代自動車戦略2010」，「市場特性」「使用ニーズ」，「産・官・学」「協業」「連携」
はじめに
2010年４月12日，経済産業省は「次世代自動車戦
略2010」１を公表した。
このレポートの目的は，地球環境問題や資源の枯
渇に対し，自動車分野の燃費向上や環境汚染物質の
削減，燃料の多様化，次世代自動車技術推進をする
ため，産官学の協業により課題解決（図１）に導く
ものであった。この研究会では，「プラグイン・ハ
イブリッド自動車（以下 PHV）」，「電気自動車（以
下EV）」，CO2の排出がない「燃料電池自動車（以
下FCV）」を有力視しているが，現在の最優先課題 図１　「次世代自動車戦略2010」概略資料より
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は「PHV」，「EV」に集中して政策展開を図ること
と結論づけている。
私も「次世代自動車戦略2010」の前提を大筋認め
るが，「PHV」，「EV」に関しては過渡期の一過性
技術と見ており，将来的には「FCV」の普及・推
進こそ最優先で考える課題あり，政策推進が必要だ
と提言する。
なぜなら「PHV」，「EV」と現行の「内燃機関」２
との間には環境負荷への顕著な差がなく，市場毎の
ニーズ違いであることが現状なのである。また，既
に「PHV」，「EV」技術はすでに産業界が日進月歩
で研究開発されている領域であり，協業を前提とし
た基礎研究や普及のための政策展開が必要であると
いえる段階ではない。
一方，「FCV」はまさに始まったばかりである。
究極のゼロエミッション３であること，水素は無尽
蔵に存在している反面，水素を取り出す触媒が高価
な物質であること，水素は極めて不安定な元素であ
り，安定供給することや安全性を担保させることに
高い技術が要求される点を克服する必要がある。
この論文の構成は「次世代自動車戦略2010」の提
言内容を明らかにし，「PHV」，「EV」，及び「内燃
機関」である「ECOガソリン（以下ECO）」，「ク
リーンディーゼル（以下DE）」に関する現状と世
界市場で求められているニーズを比較しながら，普
及推進する技術を考察し，次世代自動車技術の政策
展開について考察したい。
なお，技術論文ではないので最小限の技術解説に
留め，政策推進について論を進める。
１．「次世代自動車戦略2010」
1.1　「次世代自動車戦略2010」とは
経済産業省が公表した「次世代自動車戦略2010」
は，次世代自動車戦略研究会が将来の自動車技術に
ついてその戦略と方向性を示したものである。「緊
急性の観点から，より詳細な戦略策定を要する電気
自動車，プラグイン・ハイブリッド自動車に関して，
……，それぞれ現状及びアクションプランを示し
た。」４というように，優先的に普及させる技術を結
論づけている。すなわち，
①　現時点での次世代自動車技術の本命は
「PHV」と「EV」であること。
②　「EV」，「PHV」のバッテリー開発を産・官・
学連携でいち早く成し遂げること。
上記のことを反映し具体的な取り組みとして６つ
図２　「次世代自動車戦略2010」概略資料より
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の戦略（図２）を掲げており，「PHV」や「EV」
を中心に普及促進する政策であることがわかる。
また，課題解決のためのインフラ整備ロードマッ
プ（図３）に関して，対象や具体的な内容について
も「PHV」，「EV」のみにしか言及していないこと
からも明らかである。
1.2　「プラグイン・ハイブリッド自動車」
一般に，ハイブリッドと呼ばれている自動車は，
動力源が２つ以上装備されている自動車を指し，通
常は「エンジン」と「モーター」を備えた自動車で
ある。「PHV」は，基本的には「HV」の仕組みを
そのまま活用しながら，バッテリー容量を増やし一
定距離を「EV」として走行できる自動車である。
「PHV」のメリットは，近距離は限りなく「EV」
走行ができることである。このため，高価な「リチ
ウムイオンバッテリー５」を搭載するが，一般家庭
においては屋外の充電コンセントから夜間電力を
使って充電することができ，充電コストは極めて安
くすることができる。
一方，デメリットは，①バッテリーや車両コスト，
②環境負荷が挙げられる。
リチウムイオンバッテリーは，一般の「HV」に
比べて100万円程度，「内燃機関」自動車（同一車種
の場合）と比べて130万程度上乗せとなり，高価な
車両価格となる。また，エンジン走行時は「内燃機
関」と同次元の環境性能であること，使用済みバッ
テリーの処理問題など新たな環境問題が発生するこ
とである。
1.3　「電気自動車」
「EV」は動力源としての大型の高性能バッテ
リーを搭載し，モーターを駆動させて走る自動車で
ある。モーターが駆動する場合でも，地球温暖化の
主原因であるCO2の排出はなく，環境に対する負荷
も非常に少ないので，次世代自動車として有力であ
る。
一方「EV」のデメリットは，車両価格が高いこ
とや航続距離である。特にバッテリーコストが，現
状では車両１台分で150－250万円にもなり，従来車
の１台分にもなる。また，航続距離は約200kmと
短く，ロングドライブには不向きである。その上
バッテリー寿命も３－５年と短く，普及の障害と
なっている。
図３　「次世代自動車戦略2010」概略資料より
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1.4　「ECOガソリン車」
ドイツで自動車が発明され今日までの100年，自
動車の中心的な動力源は「内燃機関」であった。と
りわけ，「ガソリンエンジン（以下GE）」の果たし
た役割は大きく，つい数年前までは，自動車といえ
ば「GE」を指していた。
環境破壊の元凶であった「内燃機関」自動車で
あったが，最近では，環境負荷を低減する試みとし
て，クリーンな燃焼方式の研究やガソリンのエネル
ギー変換効率改善をする研究開発が進められてい
る。一般のガソリンエンジンのエネルギー交換率６
は30％と言われているが，昨今の研究開発により，
すでに35－38％程度のエネルギー交換率に改善さ
れ，「GE」であっても30－36km/ Ｌ走る自動車
（2013年時点）も商品化されている。理論上は，「内
燃機関」のエネルギー交換率60％程度見込めること
から，次世代自動車技術開発と並行して，「内燃機
関」の研究が盛んに行われている。但し，化石燃料
を燃焼させることには変わりなく，環境負荷は決し
て無くならない。
1.5　「クリーンディーゼル車」
「DE」は，1892年にドイツで発明された「内燃
機関」の一種であり，「GE」に比べてエネルギー交
換率も約10％程度優れている。近年までその技術課
題である黒煙や窒素酸化物等の問題が未解決であっ
た為，市場からは環境破壊の代名詞であった。
しかし，近年「DE」は再評価され，大幅に改良
が施されるようになった。欧州では環境にやさしい
エンジンといえば，第一に「DE」を指すほどであ
り，「DE」比率は新車の53％に達し堂々１位である。
日本の自動車メーカーも全く新しい方法，かつ安価
に技術革新を行った。理想の燃焼，すなわちクリー
ンな燃焼を行うことで PM７や NOX８を発生させる
ことを大きく低減したのである。このように「DE」
にも新たな技術革新が起こり，今後の研究開発によ
り可能性が証明されたのである。
２．日本と世界の自動車市場の現状と見通し
世界の自動車市場に関して，概ね添付資料（図４）
のような状況（2008年）である。日本市場と欧米市
場，そして最大市場の中国市場について概観する。
2.1　日本の自動車産業
我が国自動車関連産業は，従来の「内燃機関」自
動車を中心とした研究・開発，製造領域において，
世界市場をけん引する存在である。しかし，環境負
図４　「次世代自動車戦略2010」概略資料より
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荷低減のための技術革新は不可欠であり，「PHV」
や「EV」，「FCV」も次世代自動車のコア技術と考
えられている。
国内の生産台数は2010年までは世界一の生産台数
を誇ったが，2011年の東日本大震災を境にして，中
国に抜かれてしまったことで世界第２位の生産台数
である。
乗用車の完成車メーカーは①トヨタ，②日産，③
ホンダ，④マツダ，⑤三菱，⑥スバル，⑦ダイハツ，
⑧スズキの８社であり，この状態が長く続いてい
る。
日本国内の2012年度自動車販売実績（登録車＋軽
自動車）は，521万291台９で世界市場の中では第３
位である。この実績は前年比で109.6％となり，東
日本大震災の影響で落ち込んだ前年の販売実績を震
災復興特需や生産台数の回復から５年ぶりに500万
台回復し，前年台数を大幅に超える実績となった。
特に燃費が良い軽自動車や小型車が上位を占めて
いるのがここ５年間の特徴でもあり，今後もこの傾
向が続くであろう。また，「HV」が上位を占め，恒
常的な優遇税制や補助金などの次世代自動車に関し
ての優遇政策があることが挙げられる。今後も燃費
や環境にやさしい「HV」や「PHV」が販売の上位
であることに違いない。
しかし，すべての次世代自動車が販売の上位を占
めているわけではなく，「EV」代表車種の日産リー
フや三菱 i-MiEVは販売ランキングでは上位30車に
も入らず，販売の明暗がハッキリと別れる結果と
なっている。
2.2　米国の自動車市場の特徴
米国市場のニーズはバラエティである。一人で楽
しむためのスポーツカーや，家族での移動手段とし
てのセダンやミニバン，そしてレジャーユースを前
提としたRV車等，種類も車種も多種多様である。
米国は世界第２位の自動車市場であり，2012年の
自動車販売実績は1,449万台10である。その特徴は，
「内燃機関」自動車を中心とした大型車，重量車を
中心とした自動車であり，環境やECOとは対極的
な自動車の人気が高い。
米国に本拠を置く大手調査会社，R. L. Polk 社の
「HV」市場調査結果によれば，「ハイブリッド自動
車ユーザーに再び「HV」を購入するか尋ねたとこ
ろ，2011年，リピーター率は35％にとどまった。」
という結果が出ている。
更にこの調査では，「米国のハイブリッド自動車
の市場シェアは，2008年の2.9％から2011年は2.4％
にまで低下した。」11と指摘している。米国では自動
車は身近な足代わりとして活用するものであり，燃
費を気にしながらECOで走ることには，多少なり
とも違和感があるようだ。最近，米国のシェールガ
ス開発が軌道に乗りつつある現状と関連するよう
に，最近の米国自動車ショーでは，環境やECOと
いった地味な演出は影を潜め，大型車や大排気量の
スポーツカー等が復活を果たしている。かつて環境
対策やECO一辺倒であった米国市場は，今そのこ
ととは無縁の感がある。
2.3　欧州の自動車市場の特徴
欧州自動車市場は成熟市場である。自動車の発祥
の地であり，世界の名立たる自動車メーカーが数多
く存在する。また，ブランド毎の棲み分けがなされ
ており，高級セダンならジャガーやメルセデスベン
ツ，スポーツカーならフェラーリ，ポルシェ，小型
車ならVWや FIATというブランド毎に明確な
キャラクター分けがなされる。
欧州の自動車市場は，極めて合理的な発想の下
に，インフラや交通ルールもできており，環境にも
配慮した合理的な自動車が好まれる。2012年の欧州
29か国の新車の登録台数は，前年比7.8％減の1,252
万7,912台12であった。特に，５大主要国では，ドイ
ツが308万台と前年比97％，英国が204万台と前年比
105％，フランスは190万台と前年比86％，イタリア
は140万台と前年比80％，スペインは70万台と前年
比87％という状況であった。
主要銘柄の販売実績は，１位のVWグループは
311万台で前年比99％，２位のプジョーシトロエン
グループは147万台で前年比87％，３位のルノーグ
ループは105万台で前年比81％であった。欧州自動
車市場の特徴は，新車に占める「DE」比率である。
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2012年の欧州市場の「DE」比率は約60％となり，
国によってはフランスのように70％を超えるケース
もあり，「DE」がもっとも人気のある原動機である。
これは，「DE」が「GE」に比べてCO2の排出量が
２－３割少ない上に，燃費も２－３割良いことが理
由である。
欧州では，次世代自動車といえば，「DE」を指す
ことが一般的である。もちろん，「HV」や「EV」
もすでに市場導入されてはいるが，使用環境の違い
から販売台数は伸びない。これは「HV」や「EV」
のメリットを活かせるような渋滞路はあまりなく，
程々の巡航速度域での使用が殆どであるからである。
2.4　中国の自動車市場の特徴
中国の2012年の自動車販売実績は1,930万台13とな
り，2009年に米国の販売台数を抜いて以来世界一で
ある。販売の内訳は中国車が41.9％，ドイツ車が
18.4％，日本車が16.4％，米国車が11.7％，韓国車
が8.7％と続いている。次世代自動車に関しては，
中国政府は2012年６月28日に「省エネルギー及び新
エネルギー自動車産業発展計画14（2012－2020年）」
を発表した。この中では，「EV」，及び「PHV」等
が新エネルギー車として位置付けられ，2015年まで
に50万台，2020年までに500万台累計生産・販売す
ることを目標としている。
しかし，現実的には独自技術では目標達成は難し
く，多くの自動車メーカーは燃費アップという小手
先の対応となっている。2011年の「EV」，「PHV」
や「HV」等の新エネ車販売実績は8,159台しかなく，
全体の僅か0.04％に過ぎない。
中国政府は早期に新エネ車の普及を促進するため
には，具体的な促進策を推進する必要があり，補助
金支援策やインフラの整備，リースやカーシェアリ
ングのバックアップ，技術支援として投資の支援
策，技術規格整備，特定分野の規制解除等に取り組
み始めている。
３．日本の自動車産業政策
3.1　経済産業省のエネルギー政策と環境省の環境対
応車普及戦略
経済産業省の産業政策の重点は，「原子力政策」
や「石油政策」等，国家のエネルギー政策であり，
全ての産業政策の根幹である。このことは，「次世
代自動車戦略2010」がエネルギー問題の根本を解決
しようと目指したことからも明らかであり，2030年，
エネルギー政策は運輸部門の脱石油化である。
一方，環境省は，地球温暖化や化石燃料からの脱
却を目指した低炭素社会構築に取り組んでおり，平
成22年３月に「環境対応車普及戦略」15を公表して
いる。
この「環境対応車普及戦略」中では，自動車関連
産業の位置づけを示し，当面産業構造は変わらない
と予想しており，専門家で構成される「環境対応車
普及方策検討会」を設置し，地球温暖化対策に応じ
て，環境対応車の普及促進を推進している。
このように，運輸部門の石油依存度は現状100％
であるから，脱石油化は必達目標である。このこと
をベースに考えられたのが，「EV」や「PHV」の
推進政策であり，石油依存度を2030年までに80％に
することが運輸部門の脱石油化が必須とされてい
る。平成20年以降の閣議決定について下記にあげ
る。
3.2.1　京都議定書目標達成計画（平成20年３月閣議
決定）
平成20年３月に，京都議定書における－６％削減
するために目標達成計画の改革案がまとめられた。
その中の運輸部門の取り組みとして，行政政策とし
て総合的な対策を推進すると共に，クリーンエネル
ギーによる自動車普及推進することを謳っている。
具体的には，自動車単体対策の推進として，世界最
高水準の燃費改善を図ると共に，燃費性能に優れた
自動車やクリーンエネルギー自動車の普及の対策・
施策を推進する。
→ここでの決定は，京都議定書におけるCO2の－
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６％がテーマとなっており，次世代自動車技術に関
しては，詳細な計画の策定というよりは，概略的な
意味合いが強い。
クリーンエネルギー自動車の全般的な普及を謳っ
ている。
3.2.2　低炭素社会づくり行動計画（平成20年７月閣
議決定）
平成20年７月の洞爺湖サミット後に，化石燃料に
依存した社会からの脱却をめざし，「低炭素社会づ
くり」を閣議決定し，世界や国家間，そして個人レ
ベルでの取り組み課題を明確にした。2050年までの
長期目標として，現状から60－80％削減目標を掲げ
ている。特に自動車に関しては，次世代自動車（ク
リーンエネルギー車）16が２％程度となっている現
状を，2020年までには50％を目指す。具体的には，
価格の高いEV等の初期の導入支援や，技術革新に
よるコストダウン，急速充電設備などのインフラ整
備等の総合的な取り組みを推進する。
→この閣議決定では，具体的な次世代自動車につ
いて言及されているが，全般的な次世代技術の推進
を謳っている。かなり広い選択肢として列記してい
る。
3.2.3　エネルギー基本計画（平成22年６月閣議決定）
エネルギー基本計画は，エネルギー政策基本法に
基づき政府が制定する。平成22年６月に，エネル
ギー基本計画の全面的な見直しが図られ，運輸部門
の対策として，次世代自動車の普及推進について述
べられている。すなわち，次世代自動車の割合を
2020年までに50％，2030年までに70％とする。
また，先進環境対応車17を2020年までに80％にす
ることを目指す。インフラ整備については，普通充
電設備を200万基，急速充電設備を5,000基設置する
ことを推進する。
→ここでの閣議決定は，推進するべき次世代技術
はある程度絞られてきている。特に，「EV」，「PHV」
推進のためのインフラ設備設置のための具体的な数
値目標が列記されている。
3.2.4　日本再生戦略（平成24年７月閣議決定）
平成22年７月に閣議決定された「新成長戦略」を
再編・強化推進することを決定し，東日本大震災以
前よりも魅力的で活力のあふれる国づくりを進める
ことを目指す。特に次世代自動車に関しては，2015
年度の中間目標として，「FCV」の市場導入に向け，
４大都市圏に100か所の水素供給設備を整備するこ
ととする。
また，具体的な取り組みとして，①次世代自動車
の購入補助や環境性能に応じた税制上のインセン
ティブ付与の実施，②電池開発等による航続距離の
向上，最先端の素材・デバイス産業と連携した性能
向上・コスト削減のための技術開発の促進，③充電
設備の配備と海外政府・事業者と連携したインフラ
整備と互換性確保，④「FCV」の市場投入に向け
た 水 素 供 給 設 備 の 整 備， ⑤V2H（Vehicle to
Home）18の導入促進，⑥安全性・互換性を担保する
ための制度・環境整備することを推進する。
そして，2020年までに実現する成果目標は，Ａ）
次世代自動車比率を50％，Ｂ）普通充電設備200万
基，急速充電設備5,000基の設置である。
→ここでの決定は，「EV」，「PHV」の推進目標
を上げるとともに，さらに先の次世代技術である
「FCV」について言及されている。特に，「EV」，
「PHV」の普及促進のためのインフラ設備は促進の
目途が立ちつつあるが，究極の環境対策技術である
水素インフラについては技術的な課題も多く，産・
官・学の連携なくして推進は非常に困難であること
が明白であるため，「EV」，「PHV」のインフラ設
備から，軸足を移しつつあることが窺い知れる。
3.3　「次世代自動車戦略2010」と政府の閣議決定の
差異
上記に政府の閣議決定を既述したように，「次世
代自動車戦略研究会」の目指す政策と，最近の閣議
決定には明らかに差異があることがわかる。閣議決
定では基本的に推進すべき自動車として「EV」や
「PHV」を掲げているが，その先のさらに環境負荷
の低減をめざし水素を活用した「FCV」にも言及
している。
113
Hosei University Repository
現時点では「FCV」は今なお発展途上の技術で
あるが，産・官・学で協業しながら技術革新を図る
ポテンシャルは十分備えている。
そのため，水素を供給するインフラをどのように
整備させるとか，燃料電池のコア技術である触媒素
材の開発，安全な水素タンクの開発など，越えなく
てはならないハードルに関して閣議決定は言及して
おり，「FCV」の研究を更に進める政策を検討して
いることがわかる。
４．次世代自動車技術の課題解決
4.1　次世代自動車技術の展望
ここまで，次世代自動車技術の現状と将来の有力
技術，国内外の市場，日本と諸外国の政策，そして，
現在の政策の方向性について確認した。
次世代自動車戦略研究会の推奨する「EV」
「PHV」は，この先10－20年時点では次世代自動車
としての主役の座ある可能性は極めて高い。「EV」
については，CO2を発生させない最有力の動力源で
あることは間違いないが，一方でバッテリーへの充
電過程において，原子力発電に100％依存しない限
り，発電工程のCO2発生は避けられない。その多く
を火力発電に依存する現状から考えれば，CO2の排
出が後先になるだけで，そもそもの次世代自動車技
術の議論自体，無意味なものになるだろう。
しかも世界市場がどのような技術を選択するかは
各国の思惑や政策，規制の違いから，統一的に次世
代自動車技術の世界標準を語ることはできない。
「HV」か「DE」，「ECO」なのか，「CNG（圧縮
天然ガス）」，「PHV」，「EV」なのかは各国各事情
なので誰も予想できない。政策展開は各国の事情に
任せるが，いずれの技術であっても環境負荷を低減
出来てもゼロにすることはできない。すなわちゼロ
エミッションという点では，「FCV」以外では不十
分である。
「FCV」は自然界に無尽蔵にある水素を活用し
た技術である。貯蔵，あるいは発生させた水素と空
気中の酸素を化学反応させて，電気と熱エネルギー
を放出させる唯一のゼロエミッション技術である。
4.2　長期戦略として「FCV」の推進
「FCV」の実用上の課題は，触媒に使用する白
金である。通常，１台の自動車に使用する想定した
白金の量は，小型車クラス（80kW）で60－80ｇ，
中型車クラス（150kW）で120－150ｇ位と言われ
ている。白金の１ｇ当たりの相場が4,950円（2013
年11月時点）だとすれば，小型車クラスで30－40万
円，中型車クラスで60－75万円程度触媒だけに掛か
ることになる。また，費用だけではなく，白金の述
べ埋蔵量は３万９千トンと言われているので，世界
中の全ての自動車を白金主体で代替させるのは不可
能である。白金に代わる触媒物質の開発が不可欠な
のである。その他，水素の供給インフラ，自動車へ
の貯蔵するための水素タンク等も，早急に対応する
必要である。水素を安全に貯蔵できる水素タンクの
製造と基準の制定である。このことは自動車メー
カー１社でできるはずもなく，政府が率先垂範し技
術開発のための援助や規格の制定など民間ではでき
ない次元での政策対応が求められている。白金に代
わる触媒物質の目処と，供給インフラ，貯蔵タンク
等の問題が解決できれば，現状を飛躍的に改善でき
るポテンシャルがあるのである。
4.3　次世代自動車技術の振興策
次世代技術の振興は，当面は万遍なく技術進化を
目指し偏らない産業政策とする。
自動車関連産業は「EV」「PHV」の特定技術だ
けでなく，全方位の技術振興が必要である。市場に
よって求められる技術や商品が違うため，ニーズ毎
に対応できる技術の展開を推進する必要があろう。
例えば，欧州市場に「EV」「PHV」を展開しても
日本のように上手くいくとは限らない。このため，
特定の市場だけに目を向けた政策では，その対象の
市場でしか政策効果は見いだせないだろう。それぞ
れの市場に合った技術を開花させたい自動車関連産
業と，日本市場での産業政策との綿密な摺合せを行
うことは不可欠なのである。
また，「FCV」を本命技術と見据え，基礎技術振
興とインフラ整備を産業政策とする。
水素供給インフラ無くして「FCV」の本格的展
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開は望めない。「EV」の充電設備については自動車
ディーラーや公共施設，そして，民間設備や一般家
庭において費用面を除けば，技術的な課題はクリア
されており，ほぼ設置の目処が立っている。
しかし，水素供給インフラについては技術的な課
題や安全性について，未だ研究開発途上である。基
礎研究もこれから本格化することが見込まれている
段階なので，官の政策によって強力に推進する必要
がある。早急にビジョン，戦略を固め，制度的な足
固めが必要である。
補助金や優遇税制の活用はもちろん，ユーザーを
巻き込んだ政策推進を図る必要がある。政府の中長
期戦略と産・学の連携，そしてユーザー認知を高め，
政策をニーズにシンクロさせながら，浸透を図るこ
とが近道である。
終わりに
2013年11月，自動車の祭典「第43回東京モーター
ショー」が開催された。
ここ数回のモーターショーは，主にECOや環境
性能を謳った出品車が主流を占めたが，今回は次世
代自動車の新しい技術出典や市販予定のスポーツ
カー等，様々な自動車が出典されたイベントであっ
た。
自動車はいわゆる耐久消費財であるが，単に「燃
費」がいいとか，「環境」にいいとかだけでは選択
しない特殊な嗜好品である。
日本の自動車関連産業は幸いなことに，自動車
メーカーとサプライヤーが強力な相互補完のサプラ
イチェーンを構築しており，強力かつ最先端の技術
を温存している。
しかし，新興国や欧米先進国の追い上げも激しく
待ったなしの対応を迫られている。そのためには，
各自動車メーカーの垣根を越えて，日本として産・
官・学の連携により，新しい技術の開花と展開を進
めることが大事であり，それぞれの得意分野を最大
限生かして振興していくことこそ，日本の自動車産
業を発展させていく原動力なのである。
注
１　経済産業省の監修の元，自動車関連産業を中心に「次
世代自動車戦略研究会」で次世代自動車に関する中長期
戦略をまとめたもの。
２　化石燃料を燃焼させて動力を取り出す熱交換器。ガソ
リンエンジン，ディーゼルエンジンが主な内燃機関であ
る。
３　廃棄物を出さないこと。社会全体で廃棄物を出さない
ような取り組み
４　「次世代自動車戦略2010」５頁25行目引用
５　現在実用化されているバッテリーの中で高効率な二次
電池（充電できる電池）である。高価
６　燃料が保持している熱量を動力として取り出すことの
できる熱量の交換率のこと。
７　大気に存在する様々な種類や性状，大きさを持つ粒の
総称。ここでは主に煤を指す。
８　窒素酸化物の総称。高温，酸素が少ない状態で発生す
る。大気を汚染する物質。
９　2012年度自動車販売連合会の統計による。
10　2013年度 JETRO資料による。
11　2011年米国調査会社，R.L.Polk 社の「HV」市場調査
結果
12　2013年度 JETRO資料による。
13　2013年度 JETRO資料による。
14　中国版次世代自動車技術戦略と新エネルギー政策であ
る。
15　環境省が平成22年３月公表された「環境対応車普及戦
略」のはじめにより引用
16　HV，EV，PHV，FCV，クリーンディーゼル，CNG
等すべてのクリーンエネルギー自動車を指す。
17　燃費性能に優れたポストエコカーを指す。
18　EVや PHVに蓄えた電力を家庭用電力として利用す
る動きを指す。
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